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１．業務のあり方



常時同時配信に関する要望に至った背景、具体的ニーズ ① 1

放送と通信の融合の時代に、新しい技術を積極的に取り⼊れ、放送を太い幹とし
つつ、放送だけでなくインターネットも積極的に活⽤して、より多くの⼈々に、多様な
伝送路で公共性の⾼い情報や番組などのコンテンツを届けます伝送路で公共性の⾼い情報や番組などのコンテンツを届けます。

「ＮＨＫビジョン2015→2020」（平成27年1⽉） 【抜粋】

○インターネットの利⽤拡⼤など激しく変化する環境の中で、いつでもどこでも視聴者の皆様のお役
に⽴ち、信頼される「情報の社会的基盤」としての役割を果たすことがますます重要になっている。

○近年 テレビを持たないがインタ ネットには繋が ている⼈の存在が無視できない規模にな てい○近年、テレビを持たないがインターネットには繋がっている⼈の存在が無視できない規模になってい
る。

○テレビ放送の常時同時配信に対して⼀定のニーズがあると理解しており、実施のための費⽤や権○テレビ放送の常時同時配信に対して 定のニ ズがあると理解しており、実施のための費⽤や権
利確保などの課題について、「試験的提供」（同時配信実験）や災害時の同時配信等を通じ
て知⾒を蓄えてきている。

○ レビ放送をイ タ ネ ト経由 も視聴可能にす と 意義は ⼤災害時など ⾮常時に顕○テレビ放送をインターネット経由でも視聴可能にすることの意義は、⼤災害時などの⾮常時に顕
著に現れるが、そうした状況で放送の同時配信を視聴してもらうためには、ふだんから同時配信を
実施し、広く認知してもらっておくことが⼤切である。

○ＮＨＫは、今後とも「情報の社会的基盤」として、テレビを持たない⼈もインタｰネットを利⽤して
ＮＨＫの放送番組をご覧いただけるようにしたい。



常時同時配信に関する要望に至った背景、具体的ニーズ ② 2

⼈暮 ビ 持た ⼈ 割合 急増○１⼈暮らしでテレビを持たない⼈の割合 3％（2010年調査）から10％（2015年調査）に急増。

○テレビへの毎⽇接触は20代で⼤きく減少、インターネットへの毎⽇接触はほぼ全世代で増加。
※テレビへの毎⽇接触 20代で79％⇒64％ インターネットへの毎⽇接触 20代で48％⇒68％※テレビへの毎⽇接触 20代で79％⇒64％、インタ ネットへの毎⽇接触 20代で48％⇒68％

出典：ＮＨＫ放送⽂化研究所「⽇本⼈とテレビ2015」調査

【参考：スマ トフォン等の世帯保有率】【参考：スマートフォン等の世帯保有率】
総務省「通信利⽤動向調査」

・スマートフォン
9.7%（2010年）⇒72.0%（2015年）

ブ

※内閣府「消費動向調査」

・カラーテレビ
99 5%（2010年）⇒97 5%（2015年）・タブレット型端末

7.2%（2010年）⇒33.3%（2015年）
・パソコン

83.4%（2010年）⇒76.8%（2015年）

99.5%（2010年）⇒97.5%（2015年）



常時同時配信に関する要望に至った背景、具体的ニーズ ③ 3

タ ネ ト 動 ⾒ ⼈が 年 年 ⼤幅 増加○インターネットで動画を⾒る⼈が、2010年→2015年で⼤幅に増加。

○インターネットでテレビ番組の動画を⾒る⼈は、全体の約3分の1。
※「週1⽇以上」⾒る⼈は、男16歳~29歳で41％、⼥16歳~29歳で35％。

出典：ＮＨＫ放送⽂化研究所「⽇本⼈とテレビ2015」調査



常時同時配信に関する要望に至った背景、具体的ニーズ ④ 4

タ ネ ト 主 情報源 ⼈ 従来型 デ が た きた機能 「議 定機能○インターネットを主な情報源としている⼈も、従来型メディアが果たしてきた機能である「議題設定機能」
「世論認知機能」へ期待。
あなたは、どのような政治的・社会的問題が世間で重要だと あなたは、世間で話題となっている政治的・社会的問題について、

12 7% 60 9% 19 8% 6 5%

あなたは、どのような政治的 社会的問題が世間で重要だと
思われているか知りたいと思いますか。 ⼈々が賛成なのか反対なのか知りたいと思いますか。
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そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

1.9% 40.4% 15.4% 42.3%メディア非接触

%

42.3%

1.9% 34.6% 25.0% 38.5%メディア非接触

36.5%

出典：ＮＨＫ受信料制度等専⾨調査会「メディアと社会に関する調査」

主にインターネットから情報を得ている⼈で、「議題設定機
能」への期待がある⼈は71.6%と、他の層とほぼ同等。

主にインターネットから情報を得ている⼈で、「世論認知
機能」への期待がある⼈は59.2%と、半数以上。



常時同時配信に関する要望に至った背景、具体的ニーズ ⑤ 5

○ＮＨＫの同時配信を⽇常的に「利⽤したい」「どちらかといえば利⽤したい」 94％

「あなたは、今後、ＮＨＫのネット同時配信サービスが⽇常的に実施される場合、

5 0% 1.0%

ＮＨＫのネット同時配信サービスを利⽤したいと思いますか」

5.0% 利⽤したい

どちらかといえば利⽤したい

56.0%38.0%

どちらかといえば利⽤したい

どちらかといえば利⽤したくない

利⽤したくない

「試験的提供（同時配信）」（平成27年10⽉19⽇〜11⽉15⽇実施）実験参加者へのアンケート結果より
【有効回答数 】【有効回答数4,301】



常時同時配信に関する要望に至った背景、具体的ニーズ ⑥ 6

災害時等 ビ放送 時 信 成 年度 降 実施○災害時等のテレビ放送の同時配信を、平成27年度以降これまでに22回実施。

○特に訪問者数の多かった配信は、以下のとおり。

主に関東・東北地

実施⽇時 訪問者数

栃⽊県・茨城県
・宮城県に

⼤⾬特別警報

主に関東 東北地
⽅を中⼼に発⽣し
た豪⾬災害。
特に決壊した⻤怒
川 おけ ⾃衛隊

平成27年
9⽉10~11⽇ 373万⼈

⼤⾬特別警報 川における⾃衛隊
の救助活動の映
像が注⽬を集めた。

9⽉10 11⽇

熊本県と⼤分県
で相次いで発⽣し平成28年

熊本地震関連
ニュース

で相次いで発⽣し
た地震災害。
九州地⽅において
初の震度7の観測

平成28年
4⽉14~18⽇ 529万⼈

事例。



常時同時配信の対象として想定するサービス及びスケジュール 7

常時 時配信を⾏ 放送波○常時同時配信を⾏う放送波
ＮＨＫのテレビ放送の常時同時配信の制度整備が実現すれば、
・開始時点においては、地上波（「総合テレビ」および「教育テレビ」）を対象とすることを想定している。
衛星波 は は ポ 中継を多く編成 となどから 権利確保 課題等 より・衛星波については、BS1ではスポーツ中継を多く編成していることなどから、権利確保の課題等によりコンテ
ンツの約6割がネット配信できない（フタかぶせが必要になる）と⾒込んでいる。現時点では常時同時配
信を⾏える環境にないと認識しており、実施のためには環境整備が必要になる。

○地域放送（ カル放送）○地域放送（ローカル放送）
・各地の放送局が⾏うテレビ放送を、地域放送番組を含めて常時同時配信することを基本として想定して

いる。
○進め⽅

・2020年（平成32年）の東京オリンピック・パラリンピックに際してテレビ放送の常時同時配信を実施する
ため、その前年、2019年（平成31年）には本格的なサービスを開始し、段階的に拡充することを想定
している。具体的な進め⽅については今後検討していく。

・また、制度整備から本格的なサービス開始までの間には、実施体制の整備やシステム開発を進めつつ、多
数のアクセスに備えた検証等を⾏うための試⾏的な提供を⾏うなどの⼗分な “試⾏期間” が必要になる
と考える なお 現⾏制度下 の「試験的提供」に も 規模の拡充等を図 より多くの知⾒を蓄と考える。なお、現⾏制度下での「試験的提供」についても、規模の拡充等を図って、より多くの知⾒を蓄
えていきたい。

○その他
・少なくとも現時点では、技術的な制約や権利確保上の課題等により「放送との同⼀性」を⼗分に確保す

ることはできないため、その点を前提として制度整備がなされるよう要望する。
・制度整備が実現すれば、その制度の下で具体的なサービスの仕組みを設計する。



常時同時配信の実施に関して現時点で想定する財源 8

○これまで財源について研究してきているが、ＮＨＫとして現時点では次のように考えて
いる。

・テレビ放送を常時インターネットで⾒られるようにする際には、それに要する費⽤の適
切な負担の仕組みがあわせて整備される必要がある。その際、受信料制度を毀損
しない仕組みとなることが重要であるしない仕組みとなることが重要である。

・その「適切な負担」については、ＮＨＫのテレビ放送の常時同時配信を実際に「視
聴 環境 を作 た⼈ 負担をお願 す が適当と考聴しうる環境」を作った⼈に負担をお願いするのが適当と考える。

・単にパソコン・スマートフォン等のネット接続機器を持っているだけで負担をお願いする、単 ソ ス ト ォ 等 ネット接続機器 持 負担 願 、
ということは考えていない。

・また テレビを持ち すでに受信契約を結んでいただいている世帯の構成員には 追・また、テレビを持ち、すでに受信契約を結んでいただいている世帯の構成員には、追
加負担なしで常時同時配信をご利⽤いただくのが妥当と考える。

○制度整備が実現すれば そ 制度 下 具体的な仕組みを設計する○制度整備が実現すれば、その制度の下で具体的な仕組みを設計する。



常時同時配信の実施に要するコスト （試算） 9

○費⽤の試算は、配信ビットレート、アクセス数、システム冗⻑性等の前提条件に応じて⼤きく
変動する。

「総合テレビ」と「教育テレビ」の２波（地域放送を含む）を配信することを想定し、⼀定の
条件（ビットレート＝512kbps など）の下で費⽤を試算した場合、配信にかかわる費⽤の
イメ ジは次のとおり （権利確保のための費⽤は含まない ）イメージは次のとおり。（権利確保のための費⽤は含まない。）
・初期投資

全国の放送局への設備整備を数⼗億円程度と試算全国の放送局への設備整備を数⼗億円程度と試算。
（符号化装置、フタかぶせ装置、運⾏装置改修 等）

ランニングコスト・ランニングコスト
年間数⼗億円〜百億円を下回る規模と試算。
（回線費、減価償却費 等）

○コストについては、なるべく低廉に実施できるよう、常時同時配信を巡るさまざまな取り組みや
動向を⾒極め 利⽤者の声にも⽿を傾けながら さらに研究を進めていく動向を⾒極め、利⽤者の声にも⽿を傾けながら、さらに研究を進めていく。



業務全般に関する中長期的な展望
10

“公共メディア”への進化を⾒据えて、放送を太い幹としつつ、インターネットも積極的に活⽤
して、より多くの⼈々に多様な伝送路で公共性の⾼い情報や番組などのコンテンツを届ける。
具体的な展望については 次期経営計画策定の過程で検討し 計画としてお⽰しする具体的な展望については、次期経営計画策定の過程で検討し、計画としてお⽰しする。

激しく変化する環境の中で、求められる「情報の社会的基盤」 ＮＨＫ経営計画 2015-2017年度 5つの重点⽅針

2020年に最⾼⽔準の放送・サービス実現をめざして

公共放送の「原点」を堅持

国際発信とインターネットによる情報発信の強化に重点

１．判断のよりどころとなる正確な報道、豊かで多彩なコンテンツを充実

①「命と暮らしを守る」報道に全⼒を挙げ、東⽇本⼤震災からの復興を積極的に⽀援
②⽇本や世界の課題に向き合い、新たな⼿法を活⽤して真相に迫る報道を充実
③視聴者の幅広い期待に応えて、⾒ごたえある魅⼒的なコンテンツを開発・制作
④放送 地域 「安全 安⼼ 拠点 地域活性化 積極的 貢献国際発信とインターネットによる情報発信の強化に重点

“公共メディア”への進化を⾒据えて

NHKビジョン 2015→2020

２．⽇本を世界に、積極的に発信

④放送局は、地域の「安全・安⼼の拠点」となり、地域活性化に積極的に貢献

①「信頼される国際放送」として、⽇本を世界に、発信を強化
②国際戦略を強化し、コンテンツ展開など、さまざまな分野で世界に貢献

信頼をより確かに、
未来へつなぐ創造の⼒
最新技術を⽣かし 2020年に向けて

３．新たな可能性を開く放送・サービスを創造
①インターネットを活⽤して、より多くの⼈にＮＨＫコンテンツを届ける新たなサービスを創造
②ＮＨＫコンテンツへの多様な接触を把握する新たな評価⼿法“トータルリーチ”を開発し、
サービス向上に活⽤最新技術を⽣かし、2020年に向けて

世界最⾼⽔準の放送・サービスの実現をめざします。
取材・制作⼒をさらに強化します。

放送法に則り、
正確・迅速な報道と豊かで質の⾼い多彩なコンテンツの充実、

４．受信料の公平負担の徹底に向け、最⼤限努⼒

③技術⾯で先導的な役割を果たし、スーパーハイビジョンの制作・活⽤を戦略的に推進
④「⼈にやさしい」放送・サービスの推進

（略）確 報道 か 質 ⾼ 多彩 ツ 充実
国際発信の強化を図り、

放送やインターネットを通じて、
信頼される「情報の社会的基盤」の役割を果たします。

５．創造と効率を追求する、最適な組織に改⾰

（略）

（略）



２．受信料のあり方



契約収納活動における困難性 11

■契約収納活動には、「把握・⾯接・確認・説得」の４つの困難性がある■契約収納活動には、「把握・⾯接・確認・説得」の４つの困難性がある

点検 把握 受信機 契約勧奨

契約収納活動と困難性

点検・把握
活動 ⾯接活動 受信機

設置確認
契約勧奨

活動 受
信
契
約約
の
締
結

１軒１軒訪問して
受信契約のない家
屋を把握することが

⽣活環境の変化、
住宅環境の変化
等により ⾯接する

視聴者の申告に基
づくテレビ設置確認
となり 確実な設置

説明を尽くしても、
未視聴等を理由に
受信契約締結に

把握の困難性 ⾯接の困難性 確認の困難性 説得の困難性

結屋を把握することが
必要

等により、⾯接する
ことが困難

となり、確実な設置
把握が困難

受信契約締結に
応諾いただけない
場合がある

訪問件数（年間）
約１.１億回

⾯接数（年間）
約２,１００万件

(対訪問１９％）

契約取次数（年間）
約３００万件

（対訪問３％）

契約収納活動の困難性の軽減に向けて、現⾏制度内で実施可能な様々な施策に取り組んでいる



【困難性全体】課題対応の事例現在の取り組み
12

■ 公開競争⼊札等により 法⼈委託を拡⼤し 訪問活動を強化 効率化

法⼈委託の拡⼤

法⼈委託のメリット

■ 公開競争⼊札等により、法⼈委託を拡⼤し、訪問活動を強化・効率化

法⼈における雇⽤形態が社員等のため、業務に従事する要員（特に若年層）の確保が⽐較的
容易であり、必要な体制を整備できる ＜地域スタッフの場合は委託契約＞
公開競争⼊札等により経費の削減が期待できる

法⼈による世帯カバー率の推移

27%
30%

39%
47%

5%
12%

18%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度



【把握・面接の困難性】課題対応の事例現在の取り組み
13

郵便転居届とのワンライティング化

■ 郵便転居届とワンライティングで ＮＨＫ住所変更 ■ 契約者の移転先が不明となった場合 住⺠票

住⺠票調査による住所変更⼿続き

■ 郵便転居届とワンライティングで、ＮＨＫ住所変更
届を記⼊できる⽤紙を全郵便局に設置

■ 契約者の移転先が不明となった場合、住⺠票
（除票）により新住所を確認し、住所変更の⼿
続きを実施

ワンライティング住所変更届
住⺠票（除票）活⽤イメ ジ

従来の活動

住⺠票（除票）活⽤イメージ

訪問活動
住所変更届

提出

点検
把握 ⾯接

？

ＮＨＫ住所変更届
（複写式） 確認⽂書

住⺠票（除票）の活⽤

？

契約者の
移転先が不明

（複写式）

住⺠票
申請

住⺠票
申請

訪問活動 住所変更届提出は不要

新住所
判明

住所
変更

確認⽂書
送付

訪問活動・住所変更届提出は不要

※住⺠基本台帳法に基づき実施。契約者の移動把握を⽬的とする
場合のみ申請可能。（未契約者の把握はできない）



【把握・面接の困難性】課題対応の事例現在の取り組み
14

都市ガス事業者との連携強化

■ガス利⽤者からのガス事業者コ ルセンタ やイン ■利⽤希望者に対し ＮＴＴグル プ各社等の請求

通信事業者との連携強化

■ガス利⽤者からのガス事業者コールセンターやイン
ターネット窓⼝への閉・開栓連絡時において、ＮＨＫ
受信契約の住所変更届出を勧奨・取次

■利⽤希望者に対し、ＮＴＴグループ各社等の請求
に受信料を追加し⼀括請求

ＮＴＴグル プ各社 ＮＨＫ

ガス事業者による住所変更取次イメージ
ＮＴＴによる受信料⼀括請求イメージ

ＮＴＴﾌｧｲﾅﾝｽ

ＮＴＴグループ各社 ＮＨＫ

ガ

都
市
ガ

ガス閉・開栓
連絡

業務委託

ＮＴＴﾌｧｲﾅﾝｽ
（請求とりまとめ）

⼀括請求

ガ
ス
利
⽤

ガ
ス
事
業
者

Ｎ
Ｈ
Ｋ

ＮＨＫ住所
変更勧奨

（ＮＴＴ料⾦等＋受信料）
⽤
者 者 Ｋ

ＮＨＫ住所
変更応諾

⼿続きワンストップ

取次結果の
報告３社

他社とも協議中

利⽤者（希望者）
⼿続きワンストップ

「⼿続き完了のお知らせ」送付

他社とも協議中



【把握・面接の困難性】課題対応の事例現在の取り組み
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不動産登記を活⽤したﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ対策

■法令等に基づく制度を活⽤し 分譲物件において ■ 受信契約が確認できず また⼊居者名等も不明な

専⽤投函資材によるポスティング対策

■法令等に基づく制度を活⽤し、分譲物件において、
契約が確認できない居室分について、法務局に不
動産登記情報（所有者名）を申請

■取得した所有者名を付して 契約依頼⽂書を郵送

■ 受信契約が確認できず、また⼊居者名等も不明な
家屋に対し、 契約書等を同封した専⽤投函資材を
配布

■取得した所有者名を付して、契約依頼⽂書を郵送

？

ポスティング対策イメージ
不動産登記情報活⽤イメージ

法務局

登記

分譲物件

ポスティング

？

受信契約の届出なし

申
請
・
交
付

所有者名
住所

契約依頼⽂書

受信契約の届出なし
かつ

⼊居者名等が不明

※専⽤投函資材は
「⾮信書」形式

専⽤投函資材

付

法令等に基づく制度の活⽤●●様

契約依頼⽂書

ＮＨＫ ＮＨＫ 返送率約５％
返送率約８％



【設置確認の困難性】課題対応の事例現在の取り組み
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ＣＡＴＶ事業者・電器店等との連携

■ ＣＡＴＶ事業者および電器店 量販店等に対し ■衛星放送の画⾯に表⽰し 受信機設置の連絡を促

ＣＡＳメッセージの活⽤

■ ＣＡＴＶ事業者および電器店・量販店等に対し、
サービス加⼊者や受信機購⼊者からの受信契約取
次業務等を委託

■衛星放送の画⾯に表⽰し、受信機設置の連絡を促
がすＣＡＳメッセージの消去受付時（電話）におい
て、衛星契約を勧奨・取次

■衛星契約をお届けいただいた⽅に対し ＮＨＫから■衛星契約をお届けいただいた⽅に対し、ＮＨＫから
確認⽂書を送付業務委託先事業者
メッセージ活⽤イメージ

ＣＡＴＶ
事業者

ケーブルテレビ加⼊者からの受信契約
取次・受信料収納とりまとめ業務

約３５０施設

衛星受信機器購⼊者からの受信契

約３５０施設

メッセージ消去連絡

メッセージ
消去受付 契約

勧奨
契約
応諾

確認⽂書送付
電器店・
量販店

衛星受信機器購⼊者からの受信契
約取次業務

約２万店舗 勧奨 応諾

訪問対策・受信契約書提出は不要

約 万店舗



【説得の困難性】課題対応の事例現在の取り組み
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ＮＨＫへの理解促進活動 若年層への取り組み事例

■公共放送の役割や受信料制度等についてご説明 ■ＮＨＫとの接触機会の低下等の課題がある若年層■公共放送の役割や受信料制度等についてご説明
するスポット放送やパンフレット配付等を実施

番組等と連動した理解促進活動

■ＮＨＫとの接触機会の低下等の課題がある若年層
に対する取り組みを強化

公共放送ＰＲスポット「受信寮の⼈々」

⼤学を会場とした番組関連トークショーの実施（静岡局）
地域の学⽣が出演するフレッシャーズ向けスポットの制作

（⻑野局）
親しみやすいドラマ
仕⽴てのスポットで
受信料制度を⾝近
に感じてもらえるように感じてもらえるよう
な広報活動を実施

「災害報道」や「放送技術の
開発」など公共放送とし 取

「とと姉ちゃん」プレミアムトークを⼤学で開催（静岡局）

効果的な契約勧奨活動の実施

開発」など公共放送としての取
り組みをわかりやすく説明

⼤学⽣協等と連携した受信契約勧奨活動
⼊学式等でのブース出展、パンフレットの配布

理解促進⽤パンフレット



【説得の困難性】課題対応の事例現在の取り組み
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公共放送 役割 受信料制度 意義 ど 誠⼼誠意ご説 ご契約 ⽀払 だ

⺠事⼿続きの実施

■ 公共放送の役割や受信料制度の意義などについて誠⼼誠意ご説明してもなお、ご契約やお⽀払いいただ
けない場合、⺠事⼿続きを実施

⽀払督促

受信契約者のうち、お⽀払いが対象

⺠事訴訟

受信契約の締結に応じていただけ対象受信契約者のうち、お⽀払いが
滞っている⽅対象 受信契約の締結に応じていただけ

ない⽅対象

導⼊年度 平成１８年度〜 導⼊年度 平成２１年度〜

累計申⽴数 （27年度末） ８,０３３件 累計申⽴数 （27年度末） １７８件



「引越しワンストップサービス」実証事業

「 街づくり推進会議 共通 利活⽤ キ ググル プ にお 平成 年度に実施された「電⼦私書箱「 街づくり推進会議 共通 利活⽤ キ ググル プ にお 平成 年度に実施された「電⼦私書箱

今後の取り組み
19

「ＩＣＴ街づくり推進会議 共通ＩＤ利活⽤ワーキンググループ」において平成２６年度に実施された「電⼦私書箱
を活⽤した⼿続きワンストップ化」の実証事業に、ＮＨＫも「連携先事業者」の１つとして参加
「ＩＣＴ街づくり推進会議 共通ＩＤ利活⽤ワーキンググループ」において平成２６年度に実施された「電⼦私書箱
を活⽤した⼿続きワンストップ化」の実証事業に、ＮＨＫも「連携先事業者」の１つとして参加

ＮＨＫは「連携先事業者」の
１つとして参加

利⽤者が住所変更の
届け出先を選択

出典：総務省 ICT街づくり推進会議 共通ID利活⽤ワーキンググループ（第6回資料）

１つとして参加

■ 電⼦私書箱を活⽤した引越し⼿続きワンストップ化の実現に向けて、ＮＨＫとしても今後も引き続き積■ 電⼦私書箱を活⽤した引越し⼿続きワンストップ化の実現に向けて、ＮＨＫとしても今後も引き続き積
極的に協⼒していく

■ 把握・⾯接の困難性の軽減につながると考えられるが、①利⽤者の⾃主申出による仕組みであること、
②対象が契約者のみであること（未契約者の把握等は不可）から、効果は限定的とならざるを得ない



活動の困難性の大幅な軽減に向けて（研究事例）

諸外国の公共放送と同様に 居住情報の確認や受信機を設置していないことを申告していただく仕組みに いて諸外国の公共放送と同様に 居住情報の確認や受信機を設置していないことを申告していただく仕組みに いて

法改正が必要な
取り組み

20

諸外国の公共放送と同様に、居住情報の確認や受信機を設置していないことを申告していただく仕組みについて、
視聴者・国⺠の理解を得ることを前提として、契約収納活動で活⽤することが法的に可能となれば、活動の困難性
を⼤きく軽減させることが可能

諸外国の公共放送と同様に、居住情報の確認や受信機を設置していないことを申告していただく仕組みについて、
視聴者・国⺠の理解を得ることを前提として、契約収納活動で活⽤することが法的に可能となれば、活動の困難性
を⼤きく軽減させることが可能

居住情報の確認 契約確認ＤＭ

・受信機設置の場合 契

【海外公共放送の事例】
（イギリス）

・受信機設置の場合、契
約の締結を勧奨

・未設置の場合、申告を
していただく依頼

確認情報 ⽒名・住所のみ

（イギリス）
郵便局住所ファイル
（フランス）
住⺠税の住所ファイル等
（ドイツ）
住 登録デ タ

契約または申告がない場合
（複数回実施）

確認対象 契約の届出のない住所※

⽬ 的 契約確認のみ
住⺠票登録データ
（イタリア）
電気供給契約者データ等 設置推定

【海外公共放送の事例】

※法に基づき適正に契約を締結していただい
ている⽅の情報は確認しない

【海外公共放送の事例】
（イタリア、フランス）

効果 契約収納活動における困難性について、⼤幅に軽減させることが可能



【参考】イタリア公共放送における制度改革
法改正が必要な

取り組み
21

○受信料 ⽀払率は

イタリアの公共放送ＲＡＩにおいては、2016年からの法改正を含む受信料制度の改⾰により、⽀払率の⼤幅な
向上（受信料収⼊の⼤幅な増）が図られる⾒通し
イタリアの公共放送ＲＡＩにおいては、2016年からの法改正を含む受信料制度の改⾰により、⽀払率の⼤幅な
向上（受信料収⼊の⼤幅な増）が図られる⾒通し

制度改⾰
以前

○受信料の⽀払率は70％〜75％
・テレビ保有世帯率は97％
・テレビ受信機を保有している場合は受信料の⽀払いが必要

○法律に次の内容を規定
 テレビ未設置を申告しないかぎり テレビ所有を推定（設置推定）

制度改⾰
（2016年7⽉）

 テレビ未設置を申告しないかぎり、テレビ所有を推定（設置推定）
 設置申告内容の確認を⽬的とした居住情報等へのアクセスが可能（居住情報の

確認）
 未設置申告に虚偽があった場合の罰則導⼊
 電⼒料⾦とあわせて受信料を徴収

○制度改⾰による増収を⾒込み、受信料を113ユーロから100ユーロに値下げ

改⾰効果
（2016年11⽉現在）

○⽀払率の⼤幅な向上が確認され、受信料収⼊も当初の想定を⼤きく上回る20億
ユーロを超える⾒通し（2016年11⽉現在） を超える⾒通し

○正式な数字については、2017年1⽉発表予定

出典：Advanced Television (2016.11.29) , Telecompaper (2016.11.28) , ＮＨＫ独⾃調査



視聴者・国民への還元策
22

○「還元」の⽅策としては、さまざまな形が考えられる。

○受信料の⽔準について、⼀般論としては、中⻑期的な⾒通しを踏まえて適時適切に⾒直
していくことが必要だと考えます。

○当⾯の経営課題として、４Ｋ・８Ｋスーパーハイビジョンの実⽤放送を控え、多額の設備
投資が必要となることもあり、その費⽤を確保することも⾮常に重要なことだと考えています。投資が必要となることもあり、その費⽤を確保することも⾮常に重要なことだと考えています。

○今後の⼈⼝減少などへの受信料額の対応は、経営の効率化を引き続き⾏いながら、⻑
期的な視点で検討を重ねていく必要があると考えています期的な視点で検討を重ねていく必要があると考えています。

※第9回（平成28年6⽉24⽇）追加ヒアリングご説明資料 【抜粋】第 回（平成 年 ⽉ ）追加 グ 説明資料 【抜粋】



受信料全般に関する中長期的な展望
23

⽀払率の向上に向けてさらに取り組みを強化し研究を進めながら、平成30年度以降も着
実に⽀払率の向上を図っていく。
具体的な展望については 次期経営計画策定の過程で検討し 計画としてお⽰しする

重点⽅針 4 受信料の公平負担の徹底に向け 最⼤限努⼒

具体的な展望については、次期経営計画策定の過程で検討し、計画としてお⽰しする。

重点⽅針 4．受信料の公平負担の徹底に向け、最⼤限努⼒
■受信料の公平負担の徹底に向け、受信契約対象世帯数の伸びが鈍化するなど厳しい状況の中で、全局

体制で受信料制度の理解促進に取り組み、営業改⾰を徹底し、過去最⾼の⽀払率の達成に努めます。
■視聴者のみなさまとの結びつきを⼀層強化し、意⾒を適切に事業運営に反映させます。
【重点事項と主な施策】
① 営業改⾰を⼀層推進し、過去最⾼の⽀払率を⽬標に最⼤限努⼒①

● 2017（平成29）年度末に、過去最⾼の「⽀払率80％」「衛星契約割合50％」の達成をめざす
● ⽀払率の低い⼤都市圏などに重点を置いた新たな営業対策を推進
● 法⼈委託の拡⼤など より効率的な営業体制 ⼿法に向けた改⾰を徹底● 法⼈委託の拡⼤など、より効率的な営業体制・⼿法に向けた改⾰を徹底
● 全局体制で受信料制度の理解促進活動を実施
● 放送と通信の連携など、メディア環境や放送・サービス展開を踏まえて、受信料制度のあり⽅を研究

ＮＨＫ経営計画 2015-2017年度（平成27年1⽉） 【抜粋】



３．経営（ガバナンス）のあり方



運営の透明性の向上に関する取り組み
24

事業活動 財務内容 ど 放送法等 公表 義務付 加 放送 組編集等

＜NHKがインターネットで公開している主な経営情報等＞ *は放送法で公表が義務づけられているもの

事業活動や財務内容などについて、放送法等で公表を義務付けられているものに加え、放送番組編集等に関する
⾃主性・⾃律性を確保しつつ、⾃主的な取り組みとして積極的に公開。

経 営

・定款 ・経営委員会議事録* ・理事会議事録 ・ＮＨＫ経営計画 ・収⽀予算、事業計画及び資⾦計画 ・四半期業務報告
・業務報告書、 監査委員会の意⾒書* ・財務諸表、監査委員会の意⾒書、監査報告書* ・連結財務諸表、監査報告書
・役職員の服務準則* ・役職員の報酬・給与等の⽀給基準
・放送局の⽬標（全国の放送局が掲げる年度毎の⽬標と重点的に取り組むポイント） 等

関連団体
（⼦会社等）

・関連団体運営基準 ・ＮＨＫと関連団体との取引⼀覧表（毎年度） ・⼦会社・関連会社の役員⼀覧
・関連団体による財政貢献（⼦会社からの配当額、副次収⼊額） ・外部監査法⼈による「関連団体業務運営状況調査」の結果
・関連団体事業活動審査委員会の活動結果 ・ＮＨＫグループネット（関連団体各社の会社情報にリンク）

経 約情 （ 争 争 約）
契約・業務委託

・経理規程 ・契約情報の公表（競争⼊札・企画競争等・随意契約）
・随意契約の適正化（随意契約⾒直し計画、フォローアップ、ＮＨＫと外部（関連団体を含む）との契約の状況）
・業務委託基準 ・業務委託契約要領 ・番組制作の委託取引に関する⾃主基準

・番組基準* ・ＮＨＫ放送ガイドライン2011 ・放送番組審議会議事概要* ・放送番組編集の基本計画・編成計画
放 送

・番組基準 ・ＮＨＫ放送ガイドライン2011 ・放送番組審議会議事概要 ・放送番組編集の基本計画・編成計画
・放送法第20条第２項第２号および第3号の業務の基準 ・ＮＨＫインターネットガイドライン ・インターネットサービス実施計画
・インターネット活⽤業務審査評価委員会の実施状況 等

受信料 ・放送受信規約 ・放送受信料免除基準 ・受信料の推計世帯⽀払率（全国・都道府県別） 等

その他 ・情報公開の実施状況 ・情報公開基準・規程 ・視聴者対応報告 ・ＮＨＫ視聴者ふれあい報告書 等

• ⼦会社等に関して、ＮＨＫの「業務報告書」において、事業概要や従業員数、ＮＨＫ
の出資⽐率、取引額等を記載しているほか、⼦会社、関連会社からの外部出資先のう
ち 議決権保有割合３％以上の会社についても記載している

• ＮＨＫ情報公開制度の基準では、情報提供の範囲を「ＮＨＫの事業活動全般にわた
る情報（⼦会社等に関する情報を含む）」と定め、⼦会社等に関する情報についても
提供することを明記している。ち 議決権保有割合３％以上の会社についても記載している。

• ⼦会社等⾃⾝では、法で定められた開⽰事項（決算公告、会計監査⼈の監査（⼤
会社）、決算書の据え置き（公益法⼈等））に加え、ホームページ上で経営情報
（会社概要、役員の状況、株主構成、財務情報等）の掲載や事業報告書等で役員
報酬の総額を公開している。 ※第8回（平成28年6⽉6⽇）ヒアリングご説明資料 【抜粋】

提供することを明記している。
• ⼦会社等に関する情報開⽰の求めがあった場合、NHKが保有する⽂書については、当
該⼦会社等の権利、競争上の地位その他事業の遂⾏を妨げるおそれのない限りは開⽰
することとしている。



ＮＨＫの経営指標・管理指標

ビ 掲げ ⽬標を 視聴者から 「 指標 評価 確認 進捗管理
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■ ＮＨＫビジョンで掲げる⽬標を、視聴者からの「１４指標」評価で確認し、進捗管理
■ 「５つの重点⽅針」の各⽬標を達成することで、「１４指標」が⾼められ、ＮＨＫビジョンの達成につながる
■ ビジョンから各施策まで⼀貫した形で⽬標の達成を⽬指す

ＮＨＫビジョン ２０１５→２０２０
信頼をより確かに、未来へつなぐ創造の⼒ＮＨＫビジョン

判断のよりどころとなる
正確な報道、豊かで
多彩なコンテンツを充実

⽇本を世界に、
積極的に発信

新たな可能性を開く
放送・サービスを創造

受信料の公平負担の
徹底に向け、最⼤限
努⼒

創造と効率を追求
する、最適な組織
に改⾰

質・量両⾯の放送・ネットサービスの評価
（ “ト タルリ チ”） 地域指標 満⾜度、⽀払率、指

ＮＨＫ経営計画
2015-2017年度

（＝“トータルリーチ”）、地域指標
海外における国際放送・国際展開の評価 等

満⾜度、⽀払率、
衛星契約割合 等

ＶＦＭ１以上、営業経費率、ＮＨＫグループ全体の業務体制改⾰推進 等
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計画のＰＤＣＡ

執⾏部が 半期毎 ⾃⼰評価を⾏ 経営企画会議等 課題 改善⽅針を共有 経営委員会 報告 指摘を
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■執⾏部が四半期毎に⾃⼰評価を⾏い、経営企画会議等で課題、改善⽅針を共有。経営委員会に報告し､指摘を
受ける

■各部局の⾃律的なＰＤＣＡが核となり、⼤きな⽅針・課題を経営レベルで共有・判断していく仕組み

毎年度 役員⽬標毎年度 予算 事業計画

ＮＨＫビジョン ⇒ 経営計画：５つの重点⽅針

経営企画会議
ブロック経営会議⽅

毎年度の役員⽬標毎年度の予算・事業計画

ブロック経営会議
四半期ごとに経営指標の分析
各部局の課題の共有・解決

課

題

⽅

針

部・センター⽬標
部局・放送局の⽬標

Ｐｌａｎ

改善・対応

Ａｃｔｉｏｎ

本
部

個⼈の⽬標

四半期業務報告など
Ｄｏ

Ｃｈｅｃｋ

・
全
国
放
送

視聴者

世論調査（年2回）
ネット調査（年4回）

業務遂⾏
半期業務報告

・各部局分析
・指標の評価
・担当役員評価など

送
局

ネット調査（年4回）



不祥事の再発防止に向けた取り組み ①
27

経営委員会の内部統制関係議決に基づき、リスクマネジメントとコンプライアンス推進の体制を整備し、
取り組みを進めている。



不祥事の再発防止に向けた取り組み ②
28

内部統制関係議決
（放送法第２９条第１項第１号ハに規定する事項の経営委員会議決［最終改正平成28年3⽉8⽇］） 【抜粋】

会 副会 び 事 職務 執⾏が法令 び定款 適合 確保 体制 （ プ 体制）(1) 会⻑、副会⻑及び理事の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体制 （コンプライアンス体制）
３ コンプライアンスの最⾼責任者CCO（Chief Compliance Officer）を会⻑とする。
４ 会⻑は、コンプライアンスの維持運営及び推進に関する⽅針や重要事項を審議する機関としてリスクマネジメント委員
会を設置し れを統括するとともに ンプライアンスに関する業務を専⾨的に遂⾏する総合リスク管理組織を設置する会を設置し、これを統括するとともに、コンプライアンスに関する業務を専⾨的に遂⾏する総合リスク管理組織を設置する。

(3) 損失の危険の管理に関する体制（リスクマネジメント体制）
１ リスクマネジメントの最⾼責任者CRO（Chief Risk Officer）を会⻑とする。
２ 会⻑は、リスクマネジメントに関する⽅針や重要事項を審議する機関としてリスクマネジメント委員会を設置し、これを統

括するとともに、リスクマネジメントに関する業務を専⾨的に遂⾏する総合リスク管理組織を設置する。
３ 会⻑の下、上記(3)２の組織は、リスク要因の継続的把握とリスクの予防、並びにリスクが顕在化した場合の損失を極

⼩化するために必要な施策を⽴案、推進する。

(5) 職員の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１ 職員の職務の適切な執⾏を確保するため、これらの職員の職務に専念する義務その他の服務に関する準則を定め、そ１ 職員の職務の適切な執⾏を確保するため、これらの職員の職務に専念する義務その他の服務に関する準則を定め、そ

れを遵守させる。
２ 「NHK倫理・⾏動憲章」「⾏動指針」を定め、継続的な研修などを通じて、会⻑、副会⻑及び理事並びに職員に遵守さ

せる。
５ 会⻑は、内部通報制度を活⽤することにより、問題の早期発⾒と適切な対応を⾏う。



不祥事の再発防止に向けた取り組み ③ 29

⼦会社の不祥事等を契機に 平成28年1⽉に「ＮＨＫグル プ経営改⾰の⽅針」を策定し 取り組みを進めて

項 ⽬（課題） 主な施策
出⾦管理等について ⼿続き チ ックを徹底（28年度システム改善 点検活動の継続等）

⼦会社の不祥事等を契機に、平成28年1⽉に「ＮＨＫグループ経営改⾰の⽅針」を策定し、取り組みを進めて
いる。

１．コンプライアンス・不正防⽌施策の
徹底

・出⾦管理等について、⼿続き・チェックを徹底（28年度システム改善、点検活動の継続等）
・２８年度経営⽬標制度に、ガバナンスへの取り組みの評価項⽬を導⼊
・⼦会社等における懲戒規程とその公表基準をＮＨＫと同⽔準に⾒直し

２．規律ある経営の確⽴
・⼦会社等の経営陣への外部⼈材の起⽤

（⼦会社7社の常勤監査役に公認会計⼠を起⽤／⼦会社５社に社外取締役（⾮常勤）就任）
本体 幹部 向・ＮＨＫ本体の若⼿幹部の出向

３．ＮＨＫグループ意識の醸成 ・ＮＨＫと⼦会社等の⼊局・⼊社式を合同開催
・ＮＨＫ・⼦会社等のＮＨＫグループ研修を強化（ＮＨＫグループの⼀員、コンプライアンスの徹底等)

・「内部統制関係議決」改正を踏まえ、ＮＨＫと⼦会社間を律する「関連団体運営基準」を改定
（改定の概要）

指導監督機能 強化

（改定の概要）
・経営委員会、監査委員会の⼦会社管理への監督・監査責任の明確化
・執⾏部による関連団体の管理体制の強化

・ＮＨＫと⼦会社等との連絡会を毎⽉開催、経営意思を徹底
・⾮常勤取締役連絡・勉強会、監査役連絡・勉強会を設置
・ＮＨＫの各所管部⾨の⼦会社に対する指導監督責任・位置づけの明確化、派遣する⾮常勤取締役の位置づけの明確化４．ＮＨＫの指導監督機能の強化 ＮＨＫの各所管部⾨の⼦会社に対する指導監督責任 位置づけの明確化、派遣する⾮常勤取締役の位置づけの明確化
・主要⼦会社に内部統制運⽤状況の報告義務づけ
・⼦会社のコンプライアンスやリスク管理の規程をＮＨＫと同⽔準で確⽴
・ＮＨＫ本体の内部監査組織の調査（監査）権限の明確化・調査の実施

・ＮＨＫと⼦会社等の経営企画部⾨の連携強化
・⼦会社全般の管理のあり⽅を検討、相応しいグループ経営・管理機能を検討・強化
・「関連団体運営基準」改定に基づき、ＮＨＫと各⼦会社等との「基本契約」を⾒直し
・ＮＨＫ内部監査組織による⼦会社内部監査の指導・⽀援

５．構造改⾰の断⾏（グループ会社
に必須の機能の再精査・再整
理）

・ＮＨＫの各機能に照らして⼦会社等への委託業務・⾃主事業を精査し、統合・廃⽌も視野に再整理
・上記精査等を踏まえて、関連団体の組織のあり⽅を抜本的に検討理）

６．ＮＨＫと⼦会社との取引の透明
性・適正性の確保 等

・委託業務の適正化の推進
・⼦会社の利益剰余⾦の適正な“還元”のあり⽅等の検討

※第8回（平成28年6⽉6⽇）ヒアリングご説明資料 より



運営の透明性の向上等に関する意見
30

（適正な責任ある経営体制の確保）
○ＮＨＫの経営体制について検討される場合には、放送の⼆元体制の下での公共放送機

関として、番組編集等に関する⾃主性・⾃律性を確保しつつ、豊かでかつ良い放送番組を
放送するというＮＨＫの使命達成を確保できるようにするという視点を踏まえた議論が⾏わ
れることを要望しますれることを要望します。

（受信料⽔準、事業収⼊⽀出の規模、⽀出の適正性について適時適切に評価・レビューを⾏う仕組（受信料⽔準、事業収⼊⽀出の規模、⽀出の適正性について適時適切に評価 レビュ を⾏う仕組
の構築）

○公共放送事業体であるＮＨＫの⽀出の適正性等の確保のあり⽅について検討される際
は 番組編集等 関す ⾃主性 ⾃律性 確保 ため は事業運営 ⾃主性 独⽴性には、番組編集等に関する⾃主性・⾃律性の確保のためには事業運営の⾃主性・独⽴性

が不可⽋であることについて⼗分配慮し、慎重に取り扱われるよう要望します。

第⼀次取りまとめ（案）に対するＮＨＫ意⾒（平成28年8⽉31⽇提出）【抜粋】



業務運営全般に関する中長期的な展望
31

公共放送としての説明責任を果たすマネジメントを徹底し、ＮＨＫグループの総合⼒、コン
テンツ制作⼒の強化に向けて、本体と関連団体の構造改⾰を進め、創造性と⼀層の効率
的運営を追求する的運営を追求する。
具体的な展望については、次期経営計画策定の過程で検討し、計画としてお⽰しする。

重点⽅針 5．創造と効率を追求する、最適な組織に改⾰
■本体と関連団体の構造改⾰を進め、豊かな放送・サービスを創り出すＮＨＫグループの総合⼒、■本体と関連団体の構造改⾰を進め、豊かな放送 サ ビスを創り出すＮＨＫグル プの総合⼒、

コンテンツ制作⼒の強化に向けて、経営資源を重点的に再配置し、創造性と⼀層の効率的運
営を追求します。

【重点事項と主な施策】
⑤ 経営計画を着実に達成するため、⽬標・指標管理を強化

● ５つの重点⽅針の実現に向けて、経営指標などにより、公共放送としての説明責任を果たすマネジメン● ５つの重点⽅針の実現に向けて、経営指標などにより、公共放送としての説明責任を果たすマネジメン
トを徹底

● 四半期ごとに経営計画の進捗や達成状況を報告
ＮＨＫ経営計画 2015 2017年度ＮＨＫ経営計画 2015-2017年度（平成27年1⽉） 【抜粋】




